
 

岩美町生活困窮者家計改善支援事業実施要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第  

１０５号。以下「法」という。）第７条第１項に規定する生活困窮

者家計改善支援事業（以下「本事業」という。）の実施について、

法及び生活困窮者自立支援法施行規則（平成２７年厚生労働省令

第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。  

（実施主体）  

第２条  本事業の実施主体は町とし、法第５条第２項の規定により、

規則第９条に規定するもの（以下「自立相談支援機関」という。）

に事業の全部又は一部を委託することができる。  

（対象者）  

第３条  本事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は町内に

居住している法第３条第１項に規定する生活困窮者であって、次

の各号の全てに該当する者とする。  

（１）自立相談支援機関において法第３条第２項の規定に基づく

生活困窮者自立相談支援事業を利用している者  

（２）本事業を利用する意思がある者  

（３）家計において課題を抱える者で、本事業により支援を受け

ることが適当と町長が認める者  

（事業内容）  

第４条  本事業において、自立相談支援機関は対象者に対し、次に

掲げる家計改善支援を行うものとする。  

（１）家計表の作成及び出納管理等家計管理に関する支援  

（２）公共料金等の滞納債務の分納等に係る事業者との調整  

（３）年金等公的給付又は減免制度等の利用支援  

（４）扶養義務者等からの支援の調整  

（５）債務整理に関する支援窓口 (消費生活センター、法テラス等 )

への連絡調整  

（６）貸付けあっせんの支援  

（７）関係機関・関係窓口との連絡調整  

（８）その他家計収支改善のために必要な支援  

 （支援の実施期間）  



 

第５条  支援の実施期間は、原則１年間とする。ただし、対象者の

状況により柔軟に対応するものとする。  

（職員配置）  

第６条  第４条に掲げる家計改善支援を行う支援員（以下「家計改

善支援員」という。）は、原則として厚生労働省が実施する家計改

善支援員養成研修を受講し、修了証を受けた者又は受講予定の者

とする。  

（実施手順）  

第７条  家計改善支援員は、以下の手順により対象者への家計改善

支援を実施する。  

（１）家計改善支援員は、生活困窮者自立相談支援事業で作成さ

れた支援計画（以下「プラン」という。）を受け、アセスメン

トにより対象者が抱える課題の分析及び把握を行い、支援の

方向性を検討するものとする。  

（２）家計改善支援員は、前号の手順を受け、支援目標及び支援

内容の設定を行い、プランとは別に家計改善支援計画（以下

「支援計画」という。）を作成の上、当該内容を対象者に掲示

し同意を得るものとする。  

（３）家計改善支援員は、プラン及び支援計画に基づき、対象者

に対して第４条各号の支援を行うものとする。  

 （個人情報保護）  

第８条  自立相談支援機関は、関係機関と個人情報を共有する場合

にあっては、本人の同意を得た上で行うとともに、個人情報の保

護と適切な管理の徹底を図らなければならない。  

 （実施状況の報告）  

第９条  自立相談支援機関は、本事業の実施状況に関する報告を町

に対して１月ごとに行うものとする。  

 （留意事項）  

第１０条  この要綱に定めるもののほか、本事業の実施方法につい

ては、「家計改善支援事業の手引き」（平成２７年３月６日付厚生

労働省社会・援護局地域福祉課長通知）等によるものとする。  

 

附  則  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  


